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公
共
施
設
の
未
来

　
建
物
の
老
朽
化
が
進
む
と
、
修
繕
や
建

て
替
え
が
必
要
と
な
っ
て
き
ま
す
が
、
必

要
な
財
源
が
不
足
し
、
人
口
も
減
っ
て
い

る
と
な
る
と
、
市
民
一
人
当
た
り
の
負
担

は
ど
う
な
る
で
し
ょ
う
。
そ
う
い
っ
た
こ

と
を
考
え
る
と
、
公
共
施
設
全
体
の
最
適

化
が
、
ど
れ
だ
け
大
事
な
こ
と
か
分
か
る

と
思
い
ま
す
。

　
公
共
施
設
は
、
災
害
時
に
は
防
災
拠
点

や
避
難
所
と
な
る
な
ど
、
私
た
ち
の
暮
ら

し
に
欠
か
す
こ
と
の
で
き
な
い
大
切
な
財

産
で
す
。

　
公
共
施
設
全
体
の
最
適
化
に
向
け
た
取

り
組
み
を
進
め
る
と
、
身
近
に
あ
っ
た
施

設
が
な
く
な
る
こ
と
や
、
遠
く
に
あ
る
施

設
を
利
用
す
る
必
要
が
で
て
く
る
こ
と
も

考
え
ら
れ
ま
す
が
、
将
来
を
担
う
世
代
に

負
担
を
残
さ
な
い
た
め
に
も
、
公
共
施
設

の
未
来
を
真
剣
に
考
え
る
必
要
が
あ
り
ま

す
。
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大
き
な
問
題

　
私
た
ち
の
暮
ら
し
は
、
学
校
、
市
民
会

館
、
図
書
館
や
市
役
所
な
ど
、
さ
ま
ざ
ま

な
公
共
施
設
に
支
え
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ

れ
ら
は
、
高
度
経
済
成
長
期
か
ら
バ
ブ
ル

崩
壊
後
に
か
け
て
数
多
く
整
備
さ
れ
て
い

る
た
め
、
老
朽
化
に
伴
い
、
今
後
一
斉
に

更
新
時
期
を
迎
え
る
こ
と
に
な
り
ま
す
。

　
人
口
減
少
社
会
と
厳
し
い
財
政
状
況
の

中
で
、
公
共
施
設
の
未
来
は
今
、
大
き
な

問
題
に
直
面
し
て
い
ま
す
。

30
年
間
で
30
パ
ー
セ
ン
ト
減

　
市
は
、
施
設
の
利
用
状
況
の
変
化
や
財

源
の
不
足
に
よ
り
、
全
て
の
施
設
を
維
持

し
続
け
る
こ
と
が
困
難
な
こ
と
か
ら
、
公

共
施
設
全
体
の
最
適
化
に
向
け
た
取
り
組

み
を
進
め
て
き
ま
し
た
。

　
平
成
28
年
に
策
定
し
た
公
共
施
設
等
総

合
管
理
計
画
で
は
、
将
来
の
施
設
の
更
新

に
要
す
る
財
源
が
普
通
会
計
で
年
間
52
億

円
、
45
年
間
の
累
計
で
４
１
３
８
億
円
不

足
す
る
と
い
う
試
算
を
示
し
た
上
で
、
施

設
の
総
床
面
積
を
30
年
間
で
30
㌫
削
減
と

い
う
目
標
を
定
め
て
い
ま
す
。

公
共
施
設
の
削
減
に
向
け
て

　
現
在
は
、
総
量
の
削
減
目
標
の
達
成
に

向
け
、
各
施
設
の
老
朽
化
や
コ
ス
ト
な
ど

の
客
観
的
な
デ
ー
タ
に
基
づ
く
施
設
評
価

を
実
施
し
、
個
々
の
施
設
の
再
編
の
方
向

性
を
明
確
に
す
る
公
共
施
設
再
編
基
本
計

画
の
策
定
を
進
め
て
い
ま
す
。

公
共
施
設
再
編
基
本
計
画

　
公
共
施
設
再
編
基
本
計
画
は
、
平
成
30

年
度
か
ら
の
８
年
間
を
第
１
期
の
計
画
と

し
て
、
そ
の
後
10
年
毎
に
第
２
期
・
第
３

期
と
更
新
し
て
い
く
予
定
で
す
。

　
第
１
期
の
計
画
の
素
案
で
は
、
各
施
設

の
機
能
に
着
目
し
四
つ
の
区
分
に
分
け
、

次
に
現
在
の
建
物
を
ど
う
す
る
か
と
い
う

視
点
で
再
編
方
針
案
を
整
理
し
ま
し
た
。

第 1期の計画における各施設の再編方針案
区分

施設名
機能 建物

維
持

建替 ●市役所本庁舎（職員会館および水道庁舎含む） ●栗沢市民センター
継続
使用

●鉄北放課後児童クラブ室　平成 30年度新設　　●共同汚水処理施設　平成 30年度新設
●第 1期計画において具体的な再編の対象とならない施設

改修 ●第 1期計画期間内において築 30年を超える施設

移
転
・
統
合

除却・
譲渡

●中央小学校　平成 30年度移転改築　　●稲穂児童館　平成 30年度移転改築
●第 3分団器具置場　機能の移転または消防事務組合への移管
●万字防災センター　機能の移転または消防事務組合への移管
●栗沢文化センター　栗沢市民センターと統合　　●栗沢福祉会館　栗沢市民センターと統合
●栗沢福祉団体活動センター（栗沢福祉センター）　栗沢保健センターに機能移転
●道路管理事務所　市役所新庁舎に機能統合

転用 ●第 1期においては該当施設なし

廃
止

除却・
譲渡

●美流渡小学校　　●美流渡プール・田でんガーデン・米っこハウス
●ハロンズ岩見沢 民間施設などへの機能移転　　●軽費老人ホーム清和荘 民間事業者によるサービス提供
●北村ふるさと学習館　　●策定中の公営住宅等長寿命化計画において廃止の方針となる市営住宅
●教員住宅（美流渡小・中学校、中央小学校および老朽化の進行した住宅）
●文向台衛生センター　共同汚水処理施設への移行　　●道路管理事務所（整備工場）
●北村自然体験宿泊学習館ぱる　　●上幌配水池および北村配水池　　●用途廃止済の普通財産　　など

転用 ●栗沢保健センター　栗沢福祉団体活動センター（栗沢福祉センター）に転用

協
議

廃止・
地元
譲渡

●多目的研修会館など（岩峰、鉄北、上幌向、幌向川右岸、大願）
●北村地区自治会館（豊正、豊里、共栄、美唄達布、幌達布、砂浜、東）
●栗沢地区集会所（上幌、茂世丑、東豊、万字、宮村、弥生ケ丘、最上北栄、西、由良、必成、岐阜、栗丘）
●特定地方交通線転換促進関連施設（万字線鉄道資料館ほか 3施設）

そ
の
他

●美流渡中学校　閉校後、建物の利活用について地元と協議した上で再編を検討
●スポーツセンターおよびトレーニングセンター 第 2期での具体的な再編に向け、第 1期に再編の方向性を検討
●鉄北地域振興センター　複合している市営住宅北 2条団地とあわせて検討（廃止・除却を検討）
●市立総合病院　社会情勢に応じた適正規模での再編を検討

たくさんのご意見・ご提案を
　市民の皆さんと一緒に検討するため、
この計画の素案に対して、ご意見・ご提
案をお寄せください。お寄せいただいた
ご意見などを参考として、さらに検討を
深め、計画に反映していきます。
提出方法　市ホームページのフォームに
入力するか、意見提出様式または任意
の用紙に氏名、住所、連絡先、ご意見などを記入し、
郵送、ファックス、Ｅメールまたは意見提出様式
の配布窓口に持参
※意見提出様式は、市企画室、北村・栗沢両支所総
務課、幌向・朝日・美流渡・有明交流プラザの各サー
ビスセンターで配布するほか、市ホームページからもダウンロー
ドできます。また、素案の冊子は、市役所本庁、北村・栗沢両支
所、有明交流プラザの情報公開コーナーで閲覧できるほか、市ホー
ムページからもダウンロードできます。
　〒 068-8686　岩見沢市鳩が丘 1丁目 1番 1号
　　　　　　　　岩見沢市企画財政部企画室
　　　　　　　　FAX　23局 9977
　　　　　　　　Eメール　pabukome@i-hamanasu.jp
提出期限　3月 12日㈫（郵送の場合は、3月 12日㈫必着）

いただいたご意見・ご提案は、個人情報を除き公開します

公共施設の未来を考える
公共施設再編基本計画の素案への
ご意見やご提案を

施設の機能４つの区分

　私たちは、生活の中で少なからず公共施設を利用していま
す。いろいろな手続きをしたり、スポーツをしたり、イベン
トに参加したりと、私たちの暮らしに欠かせないものです。
その公共施設が、ある問題を抱えています。その問題とは…。
問合先　市企画室

栗沢文化センター 市役所本庁舎

軽費老人ホーム清和荘 砂浜地区自治会館

維持
現在と同じ場所において、継続
して維持していく必要のある機
能

移転・統合
現在と別の場所において、継続
して維持していく必要のある機
能 （既存の別の場所における施
設機能と統合する場合を含む）

廃止
今後、市として継続して維持し
ていく必要のない機能（民間施
設などに機能を移したり、統合
する場合を含む）

協議
地元と協議しながら具体的な再
編を進める必要のある機能（今
後、建て替えはせず、廃止また
は地元への譲渡を検討する）


